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論文審査の結果の要旨 

 この博士号請求論文は、社会保障（医療･介護）の望ましい提供体制のあり方を検討したものであり、

大きく3部構成・9本の論文から構成されている。第Ⅰ部(第1章から第3章)では、医療・介護の事務事

業の効率化について、規模の経済性および財政調整の観点からの分析がなされている。第Ⅱ部(第４章

から第6章)では、医療・介護の給付事業の効率化について、機能分化や連携強化の観点からの分析が

なされている。最後に第Ⅲ部(第７章から第9章)では、医療・介護の政策変更が需要側の行動に与える

影響について、患者･利用者の公平性の観点からの分析がなされている。 

第1章および第２章では、国民健康保険制度および介護の広域化の効果を評価している。全国1587

の国民健康保険者および全国1587の介護保険者のパネルデータによる分析を行い、広域化と費用抑制

の関係を明らかにしている。 

第3章では、国民健康保険料の収納率の要因として財政調整の評価を行っている。国民健康保険制度

には、複数の財政調整制度が存在する。全国1587の国民健康保険者のパネルデータによる分析を行い、

財政調整の種類によって収納率に与える影響が異なることを明らかにしている。 

第4章では、医療機関の機能分化と連携強化の効果を評価している。965自治体病院（一般病院数）

のパネルデータによる分析を行い、自治体病院の医療機関の機能分化と周辺医療機関との連携強化が

自治体病院の経営を効率的にすることを明らかにしている。 

第5章では、介護費用における地域密着型サービスの効果を評価している。全国1、587の介護保険者

のパネルデータによる分析を行い、地域密着型サービス受給率が居宅サービス受給率と施設サービス

受給率を介して１人あたり介護費用の削減に寄与していることを明らかにしている。 

第6章では、保健行政によける予防活動の効果を評価している。長野県国民健康保険連合『国民健康

保険のレセプトデータ』による分析を行い、保健行政の予防活動が医療費抑制に寄与していることを

明らかにしている。 

第7章では、介護施設の機能分化の効果を評価している。介護費用モデルシミュレーションにより、

介護・医療施設間での機能分化と連携強化が費用抑制に寄与することを明らかにしている。 

第8章では、医療提供政策としての集約化の効果を評価している。実際に集約化を実施する医療機関

に対しアンケート調査からのデータによる分析を行い、集約化による医療アクセスの低下が必ずしも

妊婦の医療機関選択に影響を与えないことを明らかにしている。 

第9章では、介護給付がもたらす家計の消費行動の格差を評価している。2004年の総務省『全国消費

実態調査』の匿名データによる分析を行い、介護サービスの受給の有無によって家計の消費と貯蓄行

動が異なること明らかにしている。 

 本論文の全体的な貢献としては、社会保障分野（医療・介護）における効率的･公平的運営のあり方

に関して政策の方向性を示した点を挙げることができる。 

以上、本論文は、適切かつ高度な計量経済分析によって信頼できる結果を得ており、有益な新たな

知見を加え、重要な学術的貢献をしているものと評価することができる。よって、審査委員会は、一

致して、提出された論文は博士（国際公共政策）の学位を授与するに十分値する、と認定した。 


